
瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公

布する。  

平成２９年３月３１日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市規則第１１号 

瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則  

瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則（平成２７年瀬戸市規則第９号）

の一部を次のように改正する。  

 

 

 



次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（認定の申請） （認定の申請） 

第３条 府令第２条第１項に規定する申請書は、施設型給付費・地域型保育

給付費等支給認定申請書によるものとする。 

第３条 府令第２条第１項に規定する申請書は、保育所等入所申込書（保育

台帳）兼施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定申請書によるものと

する。 

別表（第１３条、附則第３条、第６条関係） 別表（第１３条、附則第３条、第６条関係） 

⑴ 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども（法第１９条第

１項第２号に掲げる小学校就学前子どもが特別利用教育を受けた場合を

含む。） 

⑴ 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども（法第１９条第

１項第２号に掲げる小学校就学前子どもが特別利用教育を受けた場合を

含む。） 

支給認定保護者の属する世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額）１人当たり 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

 

Ｃ１ Ａ階層を除き当年度分（４

月から８月までの月分につ

いては、前年度分）の市町

村民税所得割の課税世帯で

あって、その所得割の額の

区分が次の区分に該当する

世帯 

７７，１０１円未満世

帯（ひとり親世帯等） 

３，０００ 

Ｃ２ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｅ ＜省略＞ ＜省略＞ 

 

支給認定保護者の属する世帯の階層区分 利用者負担額 

（月額）１人当たり 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

 

Ｃ１ Ａ階層を除き当年度分（４

月から８月までの月分につ

いては、前年度分）の市町

村民税所得割の課税世帯で

あって、その所得割の額の

区分が次の区分に該当する

世帯 

７７，１０１円未満世帯

（ひとり親世帯等） 

５，２５０ 

Ｃ２ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｅ ＜省略＞ ＜省略＞ 

 



⑵ 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども（特別利用教育

を受ける子ども及び満３歳に到達した日の属する年度中の子どもを除

く。） 

⑵ 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども（特別利用教育

を受ける子ども及び満３歳に到達した日の属する年度中の子どもを除

く。） 

支給認定保護者の属する世帯の

階層区分 

利用者負担額（月額）１人当たり 

３歳児 ４、５歳児 

保育標準

時間 

保育短時

間 

保育標準

時間 

保育短時

間 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

Ｃ１ Ａ階層

を除き

当年度

分（４

月から

８月ま

での月

分につ

い て

は、前

年 度

分）の

市町村

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｃ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ１ ５５，０００円未満

（ひとり親世帯等） 

３，０００ ２，７００ ３，０００ ２，７００ 

Ｄ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ３ ５７，７００円未満

（ひとり親世帯等） 

３，０００ ２，７００ ３，０００ ２，７００ 

Ｄ４ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ５ ６１，０００円未満

（ひとり親世帯等） 

３，０００ ２，７００ ３，０００ ２，７００ 

Ｄ６ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ７ ７７，１０１円未満

（ひとり親世帯等） 

３，０００ ２，７００ ３，０００ ２，７００ 

支給認定保護者の属する世帯の

階層区分 

利用者負担額（月額）１人当たり 

３歳児 ４、５歳児 

保育標準

時間 

保育短時

間 

保育標準

時間 

保育短時

間 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 

 

Ｃ１ Ａ階層

を除き

当年度

分（４

月から

８月ま

での月

分につ

い て

は、前

年 度

分）の

市町村

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｃ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ１ ５５，０００円未満

（ひとり親世帯等） 

４，５００ ４，２５０ ４，５００ ４，２５０ 

Ｄ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ３ ５７，７００円未満

（ひとり親世帯等） 

５，５００ ５，０００ ５，５００ ５，０００ 

Ｄ４ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ５ ６１，０００円未満

（ひとり親世帯等） 

５，５００ ５，０００ ５，５００ ５，０００ 

Ｄ６ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ７ ７７，１０１円未満

（ひとり親世帯等） 

７，５００ ７，０００ ７，５００ ７，０００ 



＜省

略＞ 

民税所

得割の

課税世

帯であ

って、

その所

得割の

額の区

分が次

の区分

に該当

する世

帯 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

 

＜省

略＞ 

民税所

得割の

課税世

帯であ

って、

その所

得割の

額の区

分が次

の区分

に該当

する世

帯 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

 

 ⑶ 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ども（満３歳に到達 

した日の属する年度中の法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもを含む。） 

 ⑶ 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ども（満３歳に到達 

した日の属する年度中の法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子どもを含む。） 

支給認定保護者の属する世帯の階層区

分 

利用者負担額（月額）１人当たり 

保育標準時間 保育短時間 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｃ１ Ａ 階 層

を 除 き

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｃ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

支給認定保護者の属する世帯の階層区

分 

利用者負担額（月額）１人当たり 

保育標準時間 保育短時間 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｃ１ Ａ 階 層

を 除 き

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｃ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 



Ｄ１ 当 年 度

分（４月

か ら ８

月 ま で

の 月 分

に つ い

ては、前

年度分）

の 市 町

村 民 税

所 得 割

の 課 税

世 帯 で

あって、

そ の 所

得 割 の

額 の 区

分 が 次

の 区 分

に 該 当

す る 世

帯 

５５，０００円未満（ひ

とり親世帯等） 

４，５００ ４，２５０ 

Ｄ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ３ ５７，７００円未満（ひ

とり親世帯等） 

４，５００ ４，２５０ 

Ｄ４ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ５ ６１，０００円未満（ひ

とり親世帯等） 

４，５００ ４，２５０ 

Ｄ６ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ７ ７７，１０１円未満（ひ

とり親世帯等） 

４，５００ ４，２５０ 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

 

Ｄ１ 当 年 度

分（４月

か ら ８

月 ま で

の 月 分

に つ い

ては、前

年度分）

の 市 町

村 民 税

所 得 割

の 課 税

世 帯 で

あって、

そ の 所

得 割 の

額 の 区

分 が 次

の 区 分

に 該 当

す る 世

帯 

５５，０００円未満（ひ

とり親世帯等） 

５，５００ ５，２５０ 

Ｄ２ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ３ ５７，７００円未満（ひ

とり親世帯等） 

６，０００ ５，５００ 

Ｄ４ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ５ ６１，０００円未満（ひ

とり親世帯等） 

６，０００ ５，５００ 

Ｄ６ ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

Ｄ７ ７７，１０１円未満（ひ

とり親世帯等） 

８，０００ ７，５００ 

＜省

略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

 



備考  備考 

１から６まで  ＜省略＞   １から６まで ＜省略＞ 

７ この表の「里親」とは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

６条の４第１項に規定する里親（⑴の表に係る部分にあっては、同法

第６条の４第１項第１号に規定する養育里親に限る。）であって、支

給認定保護者（法１９条第１項第２号又は第３号に揚げる区分に限

る。）をいう。 

７ この表の「里親」とは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第６条の４第１項に規定する里親（⑴の表に係る部分にあっては、同

法第６条の４第２項に規定する養育里親に限る。）であって、支給認

定保護者（法１９条第１項第２号又は第３号に揚げる区分に限る。）

をいう。 

８ 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者

負担額は、上記表⑴の表中、Ｂ２階層からＣ2 階層までの区分における

世帯においては、特定被監護者等（政令第１４条の２第１項に規定す

る特定被監護者等をいう。以下同じ。）が２人以上いるときは、上記

の表（⑴の表に係る部分に限る。）の定めにかかわらず、それぞれ次

の表の第２欄により計算して得た額とする。 

第１欄 第２欄 

⑴ ＜省略＞ ＜省略＞ 

⑵ 上記⑴に定める子どもから順に２

人目の子ども 

上記の表（⑴の表に係る部分に限る。）

の利用者負担額×０．５（Ｂ２階層又は

Ｃ１階層に属する世帯の場合は、０円） 

⑶ ＜省略＞ ＜省略＞ 
 

８ 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者

負担額は、上記表⑴の表中、Ｂ２階層からＣ2 階層までの区分における

世帯においては、特定被監護者等（政令第１４条の２第１項に規定す

る特定被監護者等をいう。以下同じ。）が２人以上いるときは、上記

の表（⑴の表に係る部分に限る。）の定めにかかわらず、それぞれ次

の表の第２欄により計算して得た額とする。 

第１欄 第２欄 

⑴ ＜省略＞ ＜省略＞ 

⑵ 上記⑴に定める子どもから順に２

人目の子ども 

上記の表（⑴の表に係る部分に限る。）

の利用者負担額×０．５（Ｃ１階層に属

する世帯の場合は、０円） 

⑶ ＜省略＞ ＜省略＞ 
 

９ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
 

９ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
 

１０ 法第１９条第 1 項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子ども １０ 法第１９条第 1 項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子ども



に係る利用者負担額は、上記表⑵⑶の表中Ｂ２階層からＤ５階層まで又

はＤ７階層の区分における世帯においては、特定被監護者等が２人以上

いるときは、上記の表（⑵⑶の表に係る部分に限る。）の定めにかか

わらず、それぞれ次の表の第２欄により計算して得た額とする。 

に係る利用者負担額は、上記表⑵⑶の表中Ｂ２階層からＤ５階層まで又

はＤ７階層の区分における世帯においては、特定被監護者等が２人以上

いるときは、上記の表（⑵⑶の表に係る部分に限る。）の定めにかか

わらず、それぞれ次の表の第２欄により計算して得た額とする。 

第１欄 第２欄 

⑴ ＜省略＞ ＜省略＞ 

⑵ 上記⑴に定める子どもから順に２

人目の子ども 

上記の表（⑵⑶の表に係る部分に限

る。）の利用者負担額×０．５（Ｂ２

階層、Ｃ１階層、Ｄ１階層、Ｄ３階層、

Ｄ５階層又はＤ７階層に属する世帯の

場合は、０円） 

⑶ ＜省略＞ ＜省略＞ 
 

第１欄 第２欄 

⑴ ＜省略＞ ＜省略＞ 

⑵ 上記⑴に定める子どもから順に２

人目の子ども 

上記の表（⑵⑶の表に係る部分に限

る。）の利用者負担額×０．５（Ｃ１

階層、Ｄ１階層、Ｄ３階層、Ｄ５階層又

はＤ７階層に属する世帯の場合は、０

円） 

⑶ ＜省略＞ ＜省略＞ 
 

１１から１３まで ＜省略＞ １１から１３まで ＜省略＞  
  

  附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 


